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動脈硬化症予防の視点からみた幼児の摂取栄養状況調査
一山村・都市近郊における15年間の変動について一
岡田　玲子＊
〔論文要旨〕
　動脈硬化症予防の視点から幼児の摂取栄養状況を把握するために，新潟県内の生活環境の異なる山村
と都市近郊における，ユ971・1972年度からヱ5年間の変動を調査・検討した。
　197ユ・1972年度における両地域の摂取状況は，概して山村がやや低値，都市近郊が潤沢で，極めて対
照的であったが，その後のユ5年間に，山村では都市近郊に追随しつつ，顕著な変動を示し，両地域の地
域差が縮小した。
　現況では，平均値としては動脈硬化症予防上直接的に危惧する状況にはないが，脂溶性成分摂取上の
個人差が大きいことを銘記し，かつ，やや多量傾向のコレステロール・食塩摂取量および都市近郊幼児
の脂肪エネルギー比と，低下傾向の穀類エネルギー比およびマグネシウム摂取量等への配慮を要するも
のと思われる。
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1．はじめに
　成人病の危険因子である動脈硬化性の病変は，小児
期から既に観察されることが知られ1｝，Reisman2｝は
ユ965年にそれを小児科の疾患とみなすことを示唆し
た。さらに，Strongら3）は1969年に小児科的見地より
みた動脈硬化について報告し，その進行を遅らせる食
事習慣は小児期に確立されるべきであると述べている。
ユ970年代以降，動脈硬化の進行と関連の深い要因につ
いて多面的な検討が行われ4～9），その一次予防を小児期
から始める必要性が強調されるようになった。
　症候出現の背景にある食事性因子としては，動物性
タソパク質比・同脂質比およびコレステロール摂取量
の増加le・11｝，食物繊維の低下傾向1V，飽和脂肪酸（以下，
SFA）と多価不飽和脂肪酸（以下，　PUFA），　n－6と
n－3系PUFA，ビタミン（以下，　V．）EとPUFA等脂
溶性成分の各バランス12～15），およびカルシウム（以下，
Ca）とマグネシウム（以下，　Mg），ナトリウム（以下，
Na）とカリウム似下，　K）等ミネラルの各バラン
ス16”－18）の影響が予測されている。
　著者らは，幼児期の栄養指導に資することを目的と
して，新潟県内幼児の食物・栄養素等摂取の実態を，
生活環境別に，かつその時代の流れによる推移につい
て把握するために，1966年度以来同一地域で，同一年
齢層を対象に，数年間隔で継続調査を行っている192°）。
これまでの調査結果からは，動物性タンパク質比・脂
肪エネルギー比の増加および穀類エネルギー比の減少
等国民栄養の動向とほぼ類似する方向への推移が観察
されたが，これらの現象を動脈硬化症予防の視点か
ら，改めて解析を試みることとした。
　本報は，動脈硬化症予防上重視される脂溶性成分，
食物繊維，ミネラル等の摂取に関して，生活環境の異
なる山村と都市近郊の2地域における，幼児を対象と
する1971・1972年度および1986・1987年度の両調査
成績をもとに，15年間の変動状況を検討したものであ
る。
fi．対象と方法
　対象は新潟県内の山村（中頚城郡某地区）と都市近
郊（新潟市郊外）に住む4～6歳の幼児6～25名であ
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る。そのプロフィールを表1に示す。なお，対象地域
の山村は，豪雪地帯の2級僻地で，高度経済成長の恩
恵の浸透により，生活環境の改善がもたらされたが，
1980年代より過疎化が進み，人口が半減している。一
方，都市近郊は，交通の便のよい国道添いの田園地帯
に隣接し，スーパーマーケットや外食産業の進出な
ど，都市化の進展の著しい地域である。
　調査時期は，1971，1972年と1986，1987年の各四季
の連続3日間，通年12日間である。
　食物摂取量調査は，対象児の母親に秤・計量器具を
用いた秤量記録を依頼して行った。各調査年度の年4
回調査のうち初回の調査期間中は毎日1回，第2回目
以降は調査票回収時に，それぞれ面接聞き取り法によ
り記録内容の確認と補正をした。なお，調査者は全調
査期間を通じて同一人であった。
　エネルギーおよび栄養素量は，三訂（1971・1972年
度調査），四訂（1986・1987年度調査）日本食品成分
表，脂溶性成分量は日本脂溶性成分表21｝，食物繊維量
は食物繊維成分表22），マグネシウム量は食品の含量
表23）を用いてそれぞれ算出した。
　得られた成績は，食品構成目安量（1971，1972年度
調査は手塚ら24｝，1986，1987年度調査は高居ら25｝によ
る）ならびに個人別に算定した栄養所要量26》に対比し
て摂取割合を求めた。栄養所要量の設定されていない
項目については，対象児の性，年齢，体格による補正
のため，摂取エネルギー1，000　kca1当たりに換算し
た。それぞれについて地域別に15年間の変動を比較し
た。有意差の検定はstudent　t－testによって行った。
皿．結 果
1．食品群別・栄養素等摂取状況の変動
　対象児の食品群別摂取状況と栄養素等摂取状況の
15年間の変動を図1に示した。有意な増加は，山村に
おいては肉・乳類，ならびに動物性タンパク質，脂
質，カルシウム，V．B，およびV．B2の7項目に，都市
近郊では緑黄色野菜とV．Aの2項目に認められた。
表1　調　査対　象
調査対象
n　　域 調査年度 対象児数 平均年齢i歳） 身　　長@（cm） 体　　重@（kg） BMI 備　　　　　考
山　　村
1971年
P986年
13名
i男児4，女児9）
U名
i男児3，女児3）
4．8±0．8
T．0±0．8
103．1±6．8－
P09．6±6．1
16．9±1．9
P8．3±2．3
15，6±0．8
P5．2±0．5’
家庭保育，農業世帯
@　　　、ﾛ育園児，農業世帯
都市近郊
1972年
P987年
25名
i男児13，女児12）
Q1名
i男児12，女児9）
5．4±0．8
T．0±0．7
111．4±4．5
P05．8±4．3
18．1±1．4
P7．0±1．9
14．9±1．0
P5．1±1．1
幼稚園児，常用勤労者世帯
c稚園児，常用勤労者世帯
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　　　　　　　　　　　　　　　　トつ一：1971，’72年のMean±S．D．　　卜●H：’86，’87年のMean±S．D，
山村幼児　　　　　　都市近郊幼児　　　＊P〈0．05，＊＊P＜0．01（1971，’72年との比較において有意，t一検定）
　図1　対象児の食品群別・栄養素等摂取量の目安量・所要量に対する摂取比率の変動
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一方，両地域共通に有意な減少は穀類に認められ．そ
の摂取割合は山村では98％から71％へ，都市近郊で
は82％から59％へ減少した。1986・1987年に至り，
両地域共に不足している項目は，食品群では穀類，卵
・乳類，栄養素では鉄とV．Dであった。概して山村は
摂取増による改善が著しく，また，都市近郊では多量
摂取傾向の是正カミみられ，両地域の地域差が縮小した。
2．エネルギー比の変動
　脂肪エネルギー比の変動に伴う糖質・穀類エネル
ギー比の推移を図2に示した。各エネルギー比共有意
な地域差を示しつつ．15年間に脂肪エネルギー比は増
加，糖質・穀類エネルギー比は減少し，その差はいず
れも有意であった。なお，いずれも山村は適正域また
は推奨域に至り，他方，都市近郊はそれを逸脱してい
る。
3．脂溶性成分摂取状況の変動
　脂質摂取量の増加に伴う脂溶性成分摂取状況の15
年間の変動を図3に総括した。有意な増加は，山村で
はSFAと一価不飽和脂肪酸（以下，　MUFA）に，同じ
く都市近郊においてはMUFA，　PUFA，リノール酸，
リノレン酸，n－6系PUFAおよびV．　Eの6項目にみ
られた。山村において，イコサペンタエソ酸（以下，
EPA）とドコサヘキサエン酸（以下，　DHA）および
n－3系PUFA摂取量は減少したが，その差は有意では
なかった。SFA，　MUFAおよびコレステロール摂取
糖70
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図2　脂肪・糖質・穀類エネルギー比の15年間の変動
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量については，山村に比して都市近郊が常に高値であ
るが，その差は1971，1972年においてのみ有意であっ
た。
　なお，高居らの成績27｝に比し，SFA，　MUFA，リ
ノール酸，リノレン酸，アラキドン酸，コレステロー
ルおよびV．E摂取量は概して少なく，PUFA，　EPA
およびDHA摂取量は概して多い。
4．食物繊維，ミネラル摂取量の変動
　食物繊維摂取量（9／1，000kcal）は，1971，1972年か
ら15年間に，山村では10．1±3．8から8．6±1．1へ，
都市近郊では8．9±2．3から8．7±1．8へ変動し，山村
の摂取量が減少して，2地域がほぼ同値となった。
　マグネシウム摂取量（mg／1，000　kca1）は，同じく山
村では111±34から105±25へ，都市近郊では124
±28から104±25へそれぞれ減少し，2地域がほぼ同
値となった。食塩摂取量（g／1，000　kcal）は，同じく山
村では6．2±1．5から5．9±1．7へ，都市近郊では
5．1±1．6から5．5±1．4へいずれも僅かながら増減が
みられ，2地域間の差が縮少した。
5．主なる栄養比率の変動
　脂溶性成分・ミネラルに関する主なる栄養比率の
15年間の変動を図4に示した。
　動物性脂質比（魚介類の脂質を含まず）は都市近郊
が山村より有意に高く，それぞれ15年間に有意に増加
した。P／Sは1971，1972年において2地域間に顕著な
有意差があったが．15年間に山村は下降，都市近郊は
上昇して地域差が縮少した。n－6／n－3系PUFA摂取比
（以下，n－6／n－3）およびV．　EとPUFAの比（以下，
E／PUFA）は，2地域間に僅少な差を有しつつ，いず
れも上昇傾向を示している。
　Ca／Mgは，山村に比し都市近郊が常に高値を示し，
その差は1971，1972年において有意であった。また，
15年間に両地域共に有意に上昇し，それぞれ3．10，
3．87に至った。
　Na／Kは，山村が都市近郊より常に高値を示し，そ
の差は1971，1972年において有意であったが，15年間
に山村は低下，都市近郊は若干上昇して，地域差が縮
少された。
6．摂取上の個人差の変動
　対象児の脂溶性成分，食物繊維，ミネラル等摂取上
の変動係数の15年間の変動を表2に示した。変動係数
が最小値（9．7～15．0％）であるエネルギー摂取を基準
にして，摂取上の個人差を概観すると，EPA（59．1～
89．3％），DHA（33．9～69．9％）のそれが極めて大で
あった。ついで，リノール酸，コレステロール摂取量
およびn－6／n－3のそれが大きい方であり，その他の
項目については，7～45％の範囲にあった。なお，変動
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　　　　　　　　　　　図3　脂溶性成分摂取状況の15年間の変動
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　　　図4　主なる栄養比率の15年間の変動
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表2　対象幼児の脂溶性成分，食物繊維，ミネラル等摂取上の変動係数の15年間の変動
山 村 都　　市 近　　郊
1971年（％） 1986年（％） 19覆年（％） 19町年（％）
エネルギー 11．9 10．5 9．7 15．0
脂質 26．6 7．2 10．5 22．2一
リノール酸 32．6 25．7 33．4 31．8
リノレン酸 53．2 37．0 34．0 38．6
アラキドン酸 30．4 42．2 24．3 40．8
イコサペンタエン酸 88．1 74．1 59．1 89．3
ドコサヘキサエン酸 69．7 33．9 52．6 69．9
コレステロール 28．3 52．2 22．2 39．4
ビタミンE 40．6 10．3 18．2 44．7
食物繊維 37．6 12．8 25．8 20．7
マグネシウム 30．6 23．8 22．6 24．0
食　塩 24．2 23．7 31．4 25．5
P／S 23．4 34．3 27．7 33．0
n－6／n－3 50．0 26．5 34．9 30．4
E／PUFA 29．4 37．0 20．0 38．5
Ca／Mg 26．2 28．7 19．6 25．1
Na／K 36．4 19．9 30．1 24．0
係数の地域別，調査年度別の差異には一定の傾向を見
出し難い。
rv．考 察
　小児期に，動脈内膜に出現する脂肪線条は，一般に
は可逆的変化と考えられており328），この時期から，ア
テローム硬化の予防のために食生活および環境を配慮
してやることの意義が見直されている3・9・ne）。さらに，
血清脂質の動態と食事内容の改善（とくに脂質コンビ
ネーションの改善）に関する研究が進展し12’3°β1｝，幼児
期の食生活における脂肪の役割が注目されてきている。
　摂取脂肪の量的に適正な範囲は．摂取エネルギーに
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占める脂肪エネルギーの割合として示され，成長期で
は25～30％である。また，その質的に適正な指標とし
ては，未だ解明されていない部分が多いが，血清コレ
ステロール濃度を望ましい環境に維持するための最適
の脂質コンビネーションがあり，その一応の目安とし
て，P／Sは1～1．513｝，　n－6／n－3は5　12・15》，　E／PUFA
は0．4以上14）等の成績が得られている。
　新潟県内特定地域の小数例の調査ではあるが，山村
・都市近郊幼児の脂質摂取量（1，000kcal当たり）は最
近15年間に，前者では22．2±5．9gから29．3±2．1
gへ，後者では31．4±3．3gから34．7±7．7gへ増加
した。また，脂肪エネルギー比は，同じく山村では
21．0±4．6％から26．5±1．9％へ，都市近郊では
28．6±3．2％から31．1±3．7％へいずれも有意に上昇
し，前者は適正域に至り，後者はそれを超え，依然と
して地域差は有意であった。
　これらの現象は，糖質エネルギー比および穀類エネ
ルギー比の有意な減少と軌を一にしている。とくに，
都市近郊幼児は糖質・穀類エネルギー比も適正域を逸
脱するに至り，山村幼児との間に依然として有意差が
認められた。国民栄養調査の1988年度の結果32）も脂肪
エネルギー比（25．5％）が適正値の上限を初めて超え
たが，いずれも飽食時代といわれる食環境のもたらす
普遍的な現象33）といえよう。
　次に，脂肪の内容をみると，P／Sについては山村で
は1．40から1．05へ有意に低下して適正値の下限に至
り，都市近郊では0．83から0．94へ上昇してそれに接
近した。
　いずれの成績もBogalusa　Heart　Studyl°）の0．53と
石井ら11）の1．30の中間に位置する値に至った。山村で
はPUFA量の増加を凌いでSFA量の有意な増加が認
められたが，その背景要因として，山村ではこの15年
間にP／Sの低い食品群である肉・乳類が有意に増加
したことがあげられる。一方，都市近郊ではP／Sの低
い乳・卵類が有意に減少し，脂質含量は少ないものの
P／Sの高い緑黄色野菜が有意に増加していることが
注目される。
　n－6／n－3については，山村では4．6から4．9へ，都
市近郊では4．3から4．6へそれぞれ僅かながら上昇傾
向を示し，適正値15》に接近した。両地域共にこの
15年間にn－3系のEPA，　DHA摂取量は減少傾向を示
している。とくに山村では，魚介類摂取割合が1．5倍
増加したにもかかわらず，EPA，　DHA摂取量の減少
がやや顕著であった。その一要因として，15年をはさ
む前後で摂取魚介類の内容が変化したことがあげられ
る。山村における1971年度調査の魚介類の内容は
EPA，　DHA多含のさぼ水煮缶，さんま，にしん等が
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多く，一方1986年度調査のそれはEPA，　DHA含量の
比較的少ない水産練製品が主であり，他にかれい，い
か，えび，貝類等が含まれていた。
　E／PUFAについては，山村では0．48からO．51へ，
都市近郊では0．50から0．52へ徴増し，V．E不足症状
がみられないとされる実用値0．4以上14）を上回ってい
る。また，V．E摂取量は，山村では漸増，都市近郊で
は有意に増加し，いずれも成人の目標摂取量と小児
（2～3歳）のそれ14）の中間値を示し，平均値としては
とくに問題はないようである。しかしながら，
E／PUFAの変動係数の上昇から個人差の拡大が窺わ
れ，V．E不足状態で生体膜に障害を生じた時は，動脈
硬化等の病変の原因となることが推測されている14｝の
で，幼児食においてもE／PUFAを低下させないよう
な配慮が望まれる。
　対象児のコレステロール摂取量は，1971・1972年度
において山村と都市近郊で有意な地域差がみられ，ま
た摂取上の個人差も小さい方であったが，その後15年
間に山村の該摂取量が漸増して都市近郊に接近し，両
地域がほぼ同値となり，かつ個人差が拡大された。
1986・1987年度の山村と都市近郊の1，000　kcal当たり
摂取量の190mg，198　mgは，高居ら27）の食品構成か
らの算定値224mgより低値であったが，　Bogalusa
Heart　Studyi°）の調査値153　mgおよび石井ら11）の調査
値147mgに比し高値であった。コレステロールは燐
脂質と共に細胞膜，ホルモン等の構造を司るのに必要
な脂質であり，成長期である幼児期には生体にとって
とくに重要である。しかしながら，過剰になると動脈
硬化の進展における促進因子となり得る34）。対象児の
場合，血清脂質検査を実施していないために，現況の
適否の判断ができないが，摂取上の個人差が大きいこ
とを銘記して，注目して行く必要があるものと思われ
る。
　食物繊維の1，000kcal当たり摂取量は，最近15年間
に山村の10．1gから8．6gへの低下により，都市近郊
（8．9g→8．7g）とほぼ同値となったが，この値は石井
ら11）の3．7gに比しかなり高値である。食物繊維は動
脈硬化症の発症予防作用と栄養素の吸収阻害作用等を
有しており35～37｝，対象児の比較的高値が適正域に属す
るのか否かは，今後の調査薪究に待たなければならな
い。
　Mgの慢性的な摂取不足は，虚血性心疾患の発生と
の関係が認められ，とくに摂取Caに対してMgの相
対的不足が重要視されている18｝。対象児は両地域共
Ca摂取量が増加し，　Mg摂取量が漸減した。したがっ
て，Ca／Mgが上昇し，とくにCaの顕著な摂取増によ
り，Mgの摂取不足傾向が助長されている。成人の目
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標摂取量のCa／Mg：2．0を対象児に敷延して，　Ca摂
取量に見合うMg量の摂取を推奨するならば，現状の
約1．5～ユ．8倍量を要することになるであろう。Mgを
比較的多く含む食品は胚芽・海草・種実・豆類等概し
て伝統的食様式に多用される食品である。幼児食の
Ca／Mgの適正化のためにも現代食と伝統食のバラソ
スを志向する配慮が望まれる。
　Na／Kについては，山村が都市近郊に比して有意に
高値であったが，15年間に山村では減少，都市近郊で
は徴増してそれぞれ1．66，1．46と成人の目標摂取
量38｝の比に近似する値となり，地域差が縮少した。こ
れには両地域の食塩摂取量の僅かな増減が反映してい
るが，食塩摂取量は幼児の目標摂取量3～5939｝に対
し，依然として多い。
　以上，わが国の高度経済成長のほぼ中期において，
少数例ながら新潟県内の幼児の摂取栄養状況は，概し
て山村では低値，都市近郊では潤沢と極めて対照的で
あったが，その後15年を経て，前者は顕著な増加を示
し，後者に追随する軌跡を描きつつ，地域差が縮少し
た。この現況を動脈硬化症予防に対置してみると，平
均値では概ねはこのまま何らの介入を行うことなく様
子をみてもよい状況であるが，等閑に付すことのでき
ない問題点として，個人差が大きいこと，多量傾向の
コレステロール・食塩摂取量と脂肪エネルギー比（都
市近郊幼児のみ），低下傾向の穀類エネルギー比と
Mg摂取量への配慮等をあげることができる。また，
1971・1972年度から現況までの，各摂取項目の上昇・
下降線がそのまま鈍化することなく延長されることは
好ましくない。
　早速に配慮されることは，胚芽のついている穀類の
摂取を促して穀類エネルギー比の適正化を図り，かつ
伝統食に多用される食品の積極的利用を奨めることで
あろう。このことにより，幼児の日常食のエネルギー
比，脂質コソビネーション，ミネラルバランスの是正
・改善に寄与しうるものと考える。
V．ま　と　め
　動脈硬化症予防の視点から幼児の食物・栄養素等摂
取状況を知るために，新潟県内の山村，都市近郊にお
ける1971・1972年度と1986・1987年度の，それぞれ
四季の各連続3日間（通年12日間）の秤量調査結果よ
り，最近15年間の変動を検討した。
　1）　食品群別・栄養素等摂取量の有意な増加は，山
　　村の肉・乳類および動物性タンパク質，脂質，
　　Ca，　V．　B1・B、の7項目に，都市近郊の緑黄色野菜
　　とV．Aの2項目に，また両地域共通の有意な減
　　少は穀類に認められた。概して山村の改善が著し
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　く，地域差が縮少した。
2）脂肪エネルギー比は有意に増加，糖質・穀類エ
　ネルギー比は有意に減少し，いずれも山村は適正
　域に至り，都市近郊はそれを逸脱した。また地域
　差ぽ有意のまま推移した。
3）　脂溶性成分の有意な増加は，山村のSFAと
　MUFA，都市近郊のMUFA，　PUFA，　n－6系
　PUFA，リノール酸，リノレン酸とV．Eにみられ
　た。EPA，　DHAの減少傾向は山村の方が大き
　かった。コレステロール摂取量（mg／1．000　kca1）
　は有意な地域差があったが，山村（159→190）の
　増加がやや大きく，都市近郊（194→198）との差
　が縮少した。なお，脂溶性成分摂取上の個人差が
　大きかった。
4）P／S，n－6／n－3，　E／PUFAについては概ね適正
　域へ推移した。
5）1，000　kcal当たり食塩・Mg摂取量は，山村
　（6．2→5．9g，111→105　mg）と都市近郊（5．1→
　5．5g，124→104mg）の差が縮少した。　Ca／Mgは
　両地域共に上昇して適正値を超え，Na／Kは山村
　の改善により共に適正域にある。
〈謝　辞〉
　本研究をまとめるに当たり，ご懇篤なご指導を賜わりまし
た本学第4代学長塚原　叡博±，新潟大学医学部公衆衛生学
教授豊嶋英明博士に心から御礼を申し上げます。
　また，調査にご協力いただきました中頚城郡吉川町立源保
育所，本学付属幼稚園の皆々様，調査対象の保護者の方々に
深く感謝致します。
　なお，本研究の一部は財団法人新潟県健康開発財団の助成
研究費の厚意によるものであり，ここに感謝の意を表します。
　本論文要旨は第37回日本小児保健学会において，口演発表
した。
　　　　　　　　　参考文献
1）Holman，　R．　L．：Atherosclerosis－A　pediatric
　nutrition　problem？　Am．　J．　Clin．　NutL，9　：
　565－569，1961．
2）Reisman，　M．：Atherosclerosis　and　pedjatrics．　J．
　Pediat．，66：1－7，1965．
3）Strong，　J．　P．　and　McGill，　H．　C．　Jr．：The　pedia－
　tric　aspects　of　atherosclerosis。　J．　Atheroscler．
　Res．，9：251－265，1969．
4）Williams，　C．　L，　Arnold，　C．　B．，　Wynder，　E．　L：
　Primary　prevention　of　chronic　disease　beginning
　in　childhood，　The　“Know　Your　Body”　pro－
　gram；Design　of　study．　Prev．　Med．，6：344一
第50巻　第6号，1991
　　357，1977．
5）Berenson，　G．　S．，　Foster，　T．　A．，　Frank，　G．　S．　et
　　aL　：Cardiovascular　disease　risk　factor　variables
　　at　the　preschool　age，　Bogalusa　Heart　Study．
　　Circulation，65：603－612，1978．
6）大国真彦：小児期からの予防．治療，61（4）：
　　887－891，1979．
7）第29回日本小児保健学会シンポジウム1：成人
　　病予防のための小児保健．小児保健研究，42（1）：
　　13－18，　1983．
8）Williams，　P．　T．，　Krause，　R．　M．，　Kindel－Joyce，
　　S．，Dreon，　D．　M．，　Vranizan，　K．　M．　and　Wood，　P．
　　D．：Relationship　of　dietary　fat，　protein，　chole－
　　sterol　and　fiber　intake　to　atherogenic　lipopro－
　　teins　ln　men．　Am．　J．　Clin．　Nutr．，44：788－797，
　　1986．
9）石井荘子：小児成人病に及ぼす食事性因子につい
　　て．（1）家族性因子と環境因子としての食物摂取状
　　況．小児保健研究，47（5）：563・一・571，1988．
10）Nicklas，　T．　A．，　Farris，　P．　K，　Smoak，　C．　G．，
　　Frank，　G．　C．，　Srinivasan，　S．　R．，　Wedder，　L．　S．
　　and　Berenson，　G．　S．：Dietary　factors　relate　to
　　cardiovascular　risk　factors　in　early　life．　Bogalusa
　　Heart　Study．　Arteriosclerosis，8　：193－199，
　　1988．
11）石井荘子，川野辺由美子，坂本元子，藤田幸子，
　　村田光範，山岡和枝，丹後俊郎：幼児の成人病症
　　候出現に及ぼす食事因子．小児保健研究，49（6）：
　　662－669，　1990．
12）小畠義樹：脂肪酸構成の違いと生理効果．臨床栄
　　養，　77　（1）　：37－43，　1990．
13）山口建夫，平原文子編：食品の脂肪酸・コレステ
　　ロール・ビタミンE成分表利用の手引き．医歯薬
　　出版，p．114，1990．
14）厚生省保健医療局健康増進栄養課監修：第四次改
　　定日本人の栄養所要量．第一出版，pp．101－　102，
　　1988．
15）菅野道廣：油脂の栄養と疾病．第1版，幸書房，
　　p．115，1990．
16）五島孜郎：日本人の摂取マグネシウム量とその出
　　納．栄養学雑誌，44（2）：61－67，1986．
17）糸川嘉則：栄養素・非栄養素をめぐる最近の話題
　　一ビタミン・ミネラルー．臨床栄養，77（1）：
　　44－48，　1990．
18）厚生省保健医療局健康増進栄養課監修：第四次改
　　定日本人の栄養所要量．第一出版，p．86，1988．
19）岡田玲子，太田優子：山・農村，漁業地域幼児に
729
　　おける食物・栄養素等摂取状況の20年間の推移．
　　県立新潟女子短大研究紀要，27：83－110，1990．
20）岡田玲子，太田優子：都市近郊幼児における食物
　 ・栄養素等摂取状況の15年間の推移．県立新潟女
　　子短大研究紀要，27：111－123，1990．
21）資源協会食品成分調査研究所編：ひと目でわかる
　　517食品表一ビタミンE，コレステロール，脂肪
　　酸，P／S．第一法規，1989．
22）地方衛生研究所全国協議会編：食物繊維成分表．
　　第一出版，1990．
23）食品成分研究会編：食品の食物繊維・無機質・コ
　レステロール・脂肪酸含量表（略称：食品の含量
　　表）．医歯薬出版，1985．
24）手塚朋通，高居百合子，池上幸江，大谷八峯，宮
　　崎基嘉，堤　忠一，松見富士央，西村　薫：年
　　齢，性，労作，妊婦，授乳婦別食糧構成．栄養学
　　雑誌，28（3）：89　一　118，1970．
25）高居百合子，手塚朋通，堤　忠一，西村　薫，高
　　木和男，松見富士夫，宮崎基嘉，大谷八峯，津田
　 明子：年齢，性，労作，妊婦，授乳婦別食糧構成
　　の一案（昭和55年推計）．栄養学雑誌，33（3）：
　　203－225，　1975．
26）厚生省保健医療局健康増進栄養課編：第三次改定
　　日本人の栄養所要量．第一出版，1984，
27）資源協会食品成分調査研究所編：ひと目でわかる
　　517食品表．第一法規，p．158，1989．
28）田中健蔵：小児・若年者の動脈硬化の現状と展望
　　一病理学的立場から一．小児科MOOK　No．47，金
　　原出版，pp．13－19，1987．
29）山口賢治：ライフサイクルからみた今日の栄養と
　　食生活上の問題．母子保健情報，第10号：
　　4－11，1985．
30）高桑克子，伊野みどり，浜野美代子，沢部光一，
　　児島三郎，滝沢行雄：食事中の多価不飽和脂肪
　　酸／飽和脂肪酸比の変化による血清脂質・脂肪酸
　　構成の変化について．日公衛誌，35（12）：653　－
　　661，　1988．
31）Dairy　Council　Digest誌編：脂肪とコレステロー
　　ルーアメリカでの最近の所見T．食の科学，38：
　　71－77，1989．
32）厚生省保健医療局健康増進栄養課監修：平成2年
　　版国民栄養の現状一昭和63年国民栄養調査成
　　績一．第一出版，p．34，1990．
33）William　EM　Lands，　Hamazaki，　T．，　Yamazaki・
　　K．，Okuyama，　H．，　Sakai，　K．，　Got〔）s　Y・and　Van
　　S．Hubbard：Changing　dietary　patterns・Am・J・
　　Clin．　Nutr．，51：991－　993，1990・
730 小児保健研究
34）都島基夫：脂肪について一とくに循環器病の予
　　防の面より一．栄養日本，34（1）：7－10，1991．
35）鈴木雅子：玄米のいわゆるdietary　fiberによる『
　　レステロール，トリグリセライド上昇抑制作用．
　　栄養と食糧，35（3）：155　一　160，1982．
36）印南　敏，桐山修八編：食物繊維．第1版，第一
　　出版，pp．131　一　159，1982．
37）Kesaniemi，　Y．　A．，　Tarpila，　S．　and　Miettinen，　T．
　　A．：Low　vs　high　dietary　fiber　and　selum，
　　biliary，　and　fecal　lipids　in　middle－aged　men．
　　Am．　J．　Clin．　Nutr．，51：1007－1012，1990．
38）厚生省保健医療局健康増進栄養課監修：第四次改
　　定日本人の栄養所要量．第一出版，pp．82－86，
　　1988．
39）厚生省保健医療局健康増進栄養課編：第三次改定
　　日本人の栄養所要量．第一出版，p．86，1984．
